
系統用蓄電池に関する諸課題について

2025年1月23日

資源エネルギー庁
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本日の御議論

• 補助⾦や⻑期脱炭素電源オークション等の実施に伴い、今後も系統⽤蓄電池の接続検討等が

増加することが見込まれる。これに伴い、N-1充電停止装置の導入による運⽤容量の拡大と

いった早期連系対策が図られているものの、一部の系統ではこうした対策を施してもなお順

潮流の重潮流断面において運⽤容量を超える接続検討申込が出てきている。

• 本日は、系統⽤蓄電池の迅速な系統連系に向け、以下について御議論頂きたい。

ー系統⽤蓄電池の接続ルールにおける課題

ー系統⽤蓄電池の早期連系追加対策について
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（参考）系統用蓄電池の接続検討等の受付状況

• 系統⽤蓄電池の接続検討等の受付状況（2024年9月末時点）として、接続検討受付が約

8,800万kW（2023年12月末比で約3.2倍）、接続契約受付が約620万kW （2023年12月末

比で約2.1倍）となっている。

• エリア別の接続検討については、 2024年6月末から引き続き東北、中国は急増。

系統用蓄電池の接続検討等の受付状況
（2024年9月末時点、括弧内の数字は2023年12月末時点からの増減）（万kW）

（※）⼀般送配電事業者において集計したデータを元に、資源エネルギー庁において作成。
（※）接続検討のすべてが系統接続に⾄るものではない。
（※）数値は⼩数点第１位を四捨五⼊した値。

（出所）第53回系統ワーキンググループ（2024年12月2日）資料２
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系統用蓄電池の接続ルールにおける課題

• ⻑期脱炭素電源オークションや補助⾦等の効果により、系統⽤蓄電池の接続申込みが急増。

一方で、順潮流側の空き容量が不足する場合、系統増強が必要となる。

• 系統増強を行う場合、費⽤負担ガイドライン※1に基づき算出される工事費負担⾦、もしくは

一般負担が高額になるケースも発生している。また、重潮流時間帯での充電が可能となる規

模で増強を行う結果として、非効率的な設備形成となるといった課題もある。

• 系統増強を回避する追加的な対策（早期連系追加対策）の検討を進めているところ、上記課

題への対応も含め接続ルールの在り方等について引き続き検討する。

※1：費⽤負担ガイドライン：発電等設備の設置に伴う電力系統の増強及び事業者の費⽤負担等の在り方に関する指針
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（参考）系統用蓄電池の順潮流側系統増強における費用負担

（出所）第43回系統ワーキンググループ（2022年9月14日）資料１
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非効率的な系統増強となる例

接続検討時 実潮流

運用容量（増強前）

蓄電池連系前の想定潮流
蓄電池の順潮流側契約電力

想
定
潮
流 蓄電池連系後の想定潮流

容量不足

運用容量（増強後）

潮流実績（蓄電池の充電含む）

蓄電池の充電実績

重潮流時間帯

• 現在の系統⽤蓄電池の順潮流側の接続ルールでは、空き容量が不足する場合、系統増強（あるいはN-1

充電停止装置の導入）が必要となる。他方、系統⽤蓄電池が重潮流時間帯に充電を行わない場合、設備

利⽤率の低い非効率的な設備形成となる可能性がある。

• 今後、早期連系追加対策等、既存系統を最大限活⽤して接続できる仕組みを整備することに伴い、系統

用蓄電池設置者が系統増強を希望した場合の費用負担の考え方についても、見直しが必要か。

運用容量（増強前）実
潮
流

運用容量（増強後）

実潮流における空き
⇒増強容量が活用されない
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需要側の供給余力マップ等の公開

• 需要立地円滑化の観点から、新たな大規模送電線の建設が不要であり、早期に電力供給が可能であるエ

リアを示した需要側向けの供給余力マップの公開等を各一般送配電事業者が進めている。

• 系統用蓄電池の順潮流側においても、供給余力マップを参考に、早期に連系することが可能な連系位置

を検討することが可能である。

（出所）第80回電力・ガス基本政策小委（2024年9月9日）資料4
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系統用蓄電池の系統接続ルールの在り方

• 第52回系統ワーキンググループ（2024年9月18日）において、今後の系統用蓄電池の順潮流

側の接続ルールの在り方については、系統容量を確保しない接続ルールも含め、引き続き検

討を深めることを大方針としつつ、足元の系統⽤蓄電池の急増に対応するため、追加的な暫

定対策を先行して導入することとした。

• 順潮流側の接続ルールの検討にあたっては、新規に系統接続となる系統⽤蓄電池とともに、

ルール適用前に接続された既存の系統用蓄電池をどのように扱うかについても含めて検討す

ることが必要か。

• 他方で、一般需要に関しては引き続き系統容量を確保することが必要と考えられることから、

電力の需要に関するルールの在り方も含めて、将来的な制度設計について引き続き検討する

こととしてはどうか。
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（参考）順潮流側の接続ルールの在り方について
（出所）第52回系統ワーキンググループ（2024年9月18日）資料３
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（参考）早期連系追加対策の位置付け

（出所）第53回系統ワーキンググループ（2024年12月2日）資料２
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早期連系追加対策の実現に向けた本日の論点

• 早期連系のための追加的な暫定措置として、特定の断⾯（時間帯）における充電制限に同意

すること等を前提に系統増強を回避できる場合には、系統増強することなく系統接続を認め

る対策（早期連系追加対策）を導入することとした。

• 本日は、早期連系追加対策の実現に向けた論点のうち、以下について御議論頂きたい。

早期連系追加対策の実現に向けた本日の論点

No 項目 内容

1 充電制限時間・量の設定方法 早期連系追加対策における充電制限時間・量の考え方

2 アクセス検討フローの具体化 系統アクセス手続きにおける早期連系追加対策の同意タイミング等
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早期連系追加対策の充電制限時間・量の設定方法

• 太陽光等の発電所の有無や一般需要の状況によって、系統毎に潮流の変化幅や重潮流となるタイミング（系統特性）

は異なるものの、充電制限時間の設定方法については、早期連系追加対策を適用する蓄電池の連系により、想定潮流

が運用容量※1を超える時間帯を充電制限の対象とすることを基本としてはどうか。また、充電制限量についても、

想定潮流が運用容量以内となるように、充電を制限することを基本※2としてはどうか。

• なお、具体的な充電制限時間・量の設定は、各一般送配電事業者が系統特性を踏まえて系統毎に実施する。

[時]

想
定
潮
流

充電制限時間（15時～22時）

早期連系追加対策を適⽤する新規蓄電池

運用容量※1

早期連系追加対策の充電制限時間・量の設定方法（点灯帯の潮流が大きい系統の場合）

※1：N-1充電停止装置による運⽤容量拡大効果を考慮。
※2：蓄電設備の運⽤を維持するために必要な電力供給は制限されない。

充電制限量※2

想定最大潮流
（蓄電池を除く）

既設蓄電池
（N-1充電停止装置適⽤）
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系統アクセスフローの具体化

• 早期連系追加対策の選択は蓄電池設置事業者の判断となることから、接続検討申込みの段階で蓄電池設置事業者の早

期連系追加対策の受容性を確認し、接続検討申込みの回答において適用可否を蓄電池設置事業者へ案内することとし

てはどうか。また、契約申込みの時点で早期連系追加対策への同意書を一般送配電事業者へ提出することとしてはど

うか。

• なお、蓄電池設置事業者の事業性判断に資する情報提供の方法や早期連系追加対策における同意事項については、引

き続き検討する。

接
続
検
討
回
答

契
約
申
込
受
付

現
地
調
査

技
術
検
討

接
続
契
約

（
連
系
承
諾
・

工
事
費
負
担
⾦
契
約
）

連
系
工
事
着
手

実
連
系
・
運
⽤
開
始

接
続
検
討
申
込
・
受
付

事
前
相
談
（
任
意
）

②適⽤可否の回答①早期連系追加対策の適⽤の受容性確認 ③早期連系追加対策への同意確認

早期連系追加対策のアクセス検討フロー
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早期連系追加対策の実現に向けた今後の進め方

• 今回取り上げた論点以外にも以下のような論点が想定されるが、2025年4月から早期連系追

加対策を適⽤開始に向け、引き続き検討を進める。

- 系統増強ならびに既存の早期連系対策と今回追加する対策の関係性

- 蓄電池設置事業者の事業性判断に資する情報提供方法

- 各種市場・制度における早期連系追加対策の扱い

- 早期連系追加対策における同意事項 等
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